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研究成果の概要（和文）：近年、自然災害により被災したコミュニティが、居住地を移転し生活再建する事例が
増加している。その際、行政や計画者は再定住計画を立案・実施する役目を担うが、災害後の再定住に関わる計
画的学識と教訓はいまだ限られている。
本研究は、多くの災害を経験し、生活再建制度が充実してきたインドネシア国を対象とし、国家や地域的視点か
ら、コミュニティの移転を含む再建政策の変遷と計画決定過程について調査・分析した。復興の過程が参加型で
あればあるほど、当初計画に近い結果や充実した生活再建を導いており、国際事例との比較検討でも、同様の傾
向が見られた。

研究成果の概要（英文）：Communities stricken by natural disasters are increasingly considering 
rebuilding by relocating themselves to safer areas. Policy makers and planners bear responsibility 
to plan and lead such rebuilding; however, research on rebuilding processes and its outcomes are 
still limited.
This study focuses on two locations in Indonesia: Aceh, devastated by the 2004 Indian Ocean Tsunami 
and Yogyakarta, affected by the 2010 Merapi mountain volcanic eruption. It explores the 
transformation of the regulatory framework regarding community rebuilding. Second, it unpacks 
rationales for planning decisions for community rebuilding in both regions, accounting for their 
different cultures and social systems. Results suggest that as communities were given increasing 
responsibility in rebuilding, greater and continued ownership is developed among them. Initial 
comparison of international cases also confirmed such a critical tendency.

研究分野：復興計画／政策

キーワード： 移転・再定住　復興プロセス　アチェ津波　メラピ火山　住民参加型
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年の自然災害において、被災コミュニテ
ィが移転を検討しつつ生活再建する事例が
増加している。その際、行政や計画者は再定
住計画（移転・再建）を纏めて立案・実施す
る役目を担うが、災害後の再定住に関わる計
画的学識と教訓はいまだ限られている。 
その要因は大きく分けて３つ考えられて
いる。第一の要因は、災害からの復興計画に
は、物理的・社会的・心理的要素が混在する
上、地域的差異もあり複雑なため、学術的に
未開拓の分野であることである(Olshansky 
& Chang, 2009; Tierney, 2014)。第二の要因
は、1980 年以降、移転は回避すべき政策だ
と考えられたことから、様々なイベントをき
っかけとして移転せざるを得なかったコミ
ュニティの生活再建について活発な研究が
行われなかったことである。第三の要因は、
合意形成、ステークホルダー間の調整を可能
とする参加型計画が、復興を先導する重要な
役割を担っていることが近年ようやく認識
され始めたことである(Olshansky & Chang, 
2009)。 
被災後のコミュニティ移転の計画・実施は、
スピード重視で進められているものの、より
強靱な住民コミュニティの生活再建の重要
な要素や方法については学術的・実務的に体
系立てられていないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
復興制度やプロセスの変遷を時系列で理
解するため、本研究は、2004 年以降、スマ
トラ島沖大地震と津波、ジャワ島中部地震
(2006年)、およびメラピ火山の噴火(2010年)
など多くの災害を経験、生活再建に関わる制
度の充実がめまぐるしいインドネシア国を
研究対象の中心とし、被災コミュニティの移
転を含む再建政策の変遷と計画決定過程に
ついて、国家や地域的視点から調査・分析す
ることを目的とした。また、東日本大震災か
らの復興過程との共通項を明らかにするた
め、東北地方の復興過程も同様の視点から確
認・参照することした。加えて、研究採択後
の2013年11月に発生した台風ハイアンによ
って被災したフィリピン国のレイテ地域の
タクロバン市についても、その復興過程を国
際比較の対象として研究を行った。本研究の
具体的な目的は、以下の３点である。 
(1) インドネシア国における復興制度の充実
が、被災地域の復興・再定住の計画決定
過程に与えた影響を明らかにする 

(2) 被災後に、アチェ地域やジョグジャカル
タ地域で採択されたコミュニティの復
興・移転方針の根拠と、その実施過程を
解明する 

(3) 国際的な視点から、採択する復興制度や
アプローチの違いが、復興過程とその結
果へどのような影響を与えるのかを、試
験的に比較し、考察する 
 

３．研究の方法 
本研究の助成期間である３年間で、ジャカ
ルタおよびアチェ、ジョグジャカルタ地域で
現地調査を行い、書籍・データ等の収集及び
やヒアリング調査を行った。 
第１年目の現地調査は、ジャカルタとアチ
ェ・ジョグジャカルタ地域で行った。調査の
内容は、インドネシア国家とアチェ、ジョグ
ジャカルタ地域で活用されている、防災制
度・仕組み、移転制度・土地利用、住宅・コ
ミュニティ開発に関係する既往文献や資料
を収集すること、さらに、アチェとジョグジ
ャカルタ地域の復興における減災諸制度の
利用実態と、復興の現況について調査し、大
枠を理解することであった。現地で収集した
データを基に、復興制度の拡充と利用につい
ての変遷を整理し、被災コミュニティの再建
政策と決定過程の分析枠組みを検討した。さ
らに、次年度以降に実施する、アチェとジョ
グジャカルタ地域での調査対象地域の候補
地を選定し、予備インタビューを行った。 
第２年目の現地調査は、ジョグジャカルタ
地域を対象に、「コミュニティの REKOMPAK プ
ログラムへの参加状況と結束力などの違い
がどのように移転後の生活満足度に影響す
るのか」について、聞き取りを中心に調査し
た。加えて、対象コミュニティの現地踏査や、
移転制度・土地利用計画や住宅・コミュニテ
ィ開発に関連する資料の収集を行った。聞き
取り調査は、コミュニティの住民構成が異な
る仮設住宅地から、REKOMPAK プログラムを活
用した３ヶ所、および、活用していない１ヶ
所の合計４ヶ所を選別し、半構造化されたイ
ンタビュー形式を通して、計 36 世帯のデー
タを入手した。また、REKOMPAK プログラムの
機能に関し、アチェ地域とジョグジャカルタ
地域の違いを比較するため、行政やプログラ
ムコーディネーターなどにプログラムの詳
細についてヒアリングを行った。 
第３年目の現地調査は、2004 年の津波によ
る被災したアチェ地域を対象に、計画のプロ
セスと 10 年後の復興実情の関係を解明する
ため、移転制度・土地利用計画や住宅・コミ
ュニティ開発に関する資料の収集や行政・有
識者等へのヒアリングを行った。コミュニテ
ィの生活再建過程の把握では、移転（内陸）
と現地再建（沿岸部）コミュニティ各2地区、
さらに、各種類の地区において、人口の増加
と減少に直面している箇所の合計4地区を選
定した。聞き取り調査の項目は、ジョグジャ
カルタ地域との比較が可能な設計とした。 
 
４．研究成果 
本研究で明らかになった成果を以下にま
とめる。 
(1) 防災・復興・減災制度の充実について 
国家レベルでは、2004 年に発生したスマト
ラ沖地震・インド洋大津波以降、頻発する災
害や、2005 年 1月に神戸で開催された第２回
国連防災世界会議後の国際社会における防



災の流れを受け、防災の基本政策を「事後対
応」から「事前対策」に移し、関連する法制
度の整備、組織強化、各種計画類の整備を進
めてきた。法・制度の充実は、先ず、2007 年
の防災法（Tentang Penanggulangan Bencana, 
Nomor 24 Tahun 2007）の制定、2008 年にこ
れまで災害救援を担当していた国家組織で
ある国家災害対策調整庁（Badan Koordinasi 
Nasional Penanggulangan Bencana ：
BAKORNAS）を発展的に改組した防災担当組織
で あ る 国 家 防 災 庁 （ Badan Nasional 
Penanggulangan Bencana：BNPB）の設立が挙
げられる。また、事前の防災、特に災害リス
クの軽減にとって重要な一要素である防災
に関連する土地利用に関しても、防災法にそ
の関連性を示した他、2007 年には空間計画法
（Tentang Penataan Ruang: Nomor 26 Tahun 
2007）を改定し、沿岸域および小島嶼管理
（Tentang Pengelolaan Wilayah Pesisir dan 
Pulau-Pulau Kecil: Nomor 27 Tahun 2007）
でも土地利用計画によるハザードおよび災
害リスクの軽減に言及している。 
法制度の整備と並行して、2004 年以降は、
コミュニティの参加や主導で復興への取り
組みを進めることを重要視している。現在、
コミュニティ参加型の復興支援モデルとし
て全面的に推奨されている REKOMPAK プログ
ラムの制度の変遷を辿ると、その充実が明ら
かである。例えば、2004 年インド洋津波災害
や 2007 年ジャワ中部地震からの再建では、
プログラムの適用範囲は住宅再建に限られ
ていたが、2010 年メラピ火山からの復興では、
住宅再建に加えて、小規模インフラ整備や、
住民の資金管理・生計再建支援、土地ハザー
ドや居住地移転に対する住民への説明への
支援にも適用されるようになった（表１）。
これ以外にもプログラムの構成は必要なタ
イミングで変化・追加がされており、住宅再
建に限らず生計の維持ができるような復興
方策に力を入れている。 
 
表１REKOMPAK プログラムの適用例と構成 

 年 対象災害・適用範囲（下線で示した部分） 
・内容等 

1 2004 インド洋津波災害：住宅再建 
インド洋大津波災害の住宅再建において，
コミュニティ主導の開発の一種として既
に実施中であった農村コミュニティ強化
および都市貧困プロジェクトを進化させ
た形で，REKOMPAKプログラムを初めて
適用．アチェ・ニアスマルチドナー基金に
より住宅 8千戸の復旧と７千戸の建設．  

2 2007- 
2008 
ジャワ中部地震：住宅再建 
政府管理の下，ジョグジャカルタ特別州と
セントラルジャワ州がREKOMPAKモデル
を適用し，ジャワ復興基金（JRF）にて,２
年間に約 28万世帯の復旧・建設を支援． 

3 2009 西スマトラ地震：住宅再建 
1,125 戸の住宅を個別に建設．国際的な拠
出金はなく，インドネシア政府による資金
のみによる運営であった． 

4 2010 メラピ火山災害：住宅再建，小規模インフ
ラ整備，住民側の資金管理の支援，生計再
建支援，土地ハザード・移転の説明，等 

JRF，コミュニティ開発支援基金，インド
ネシア開発基金により 2,608 戸の住宅建
設，約 90 村のインフラ整備・計画支援を
実施．地滑り被害低減のために自発的移転
が行われた Bantul 地区の経験が被災地域
の移転促進に重要な役割を果たした. 

5 2013 中部アチェ地震：住宅再建他 
BNPBが REKOMPAKスキームを適用する
ことを決定． 

聞き取り調査をもとに著者作成 
(2) アチェ地域やジョグジャカルタ地域にお
けるコミュニティの復興・移転方針の根
拠と実施過程について 
①アチェ地域での成果 
防災関連の法制度の充実に関連して、2007
年以前に被災したアチェ地域の復興は、国際
社会からの多大な援助（援助国：40 ヶ国、国
際機関：900 機関、誓約額:72 億ドル（訳 7200
億円）、ボランティア組織：8000 組織）を受
けたにもかかわらず、復興方針の不在から、
沿岸部の再建を規制するという当初の計画
とは違った結果を引き出す結果となった。計
画実施までには、以下の 4段階があったと考
えられる。 
まず、第 1期の国家の復興政策と計画策定
期には、国際援助機関や国による被災・被害
調査が被災後 2 週間で行われ、国家計画省
（BAPPENAS）や関連国家機関による復興マス
タープランが被災後約 3.5 ヶ月で策定され、
2005 年 4 月 15 日にマスタープランが国家に
より承認された（2005 年大統領令第 30 条）。
この短期間で策定された復興方針は、沿岸の
開発規制の計画が取り込まれており、アチェ
地域や国家にとって、よりよい復興に向けた
重要な方針の一つとなった。 
第 2期は、復興庁の立ち上げ期で、2009 年
4 月まで 4 年間の期間限定で暫定的な国家復
興組織が誕生した。壊滅的な被害を受けて業
務遂行不可となった地方行政を代行し、国が
策定したマスタープランに沿って、縦割り行
政を回避し、権限の集中や事業の効率化など
を図り、復興を進める体制が成立した。一方、
被災地では、国際援助・支援機関が住宅・地
域復興支援による物理的な再建を開始して
おり、この段階で既に、国家の計画に沿わな
い状況となっていた。 
そのため第 3期は、国家の復興計画の押し
戻し・計画方針転換期である。国内外の援助
機関等による村への直接的な支援が主流と
なっていた状況を踏まえ、復興庁は草の根レ
ベルの活動を認める方針に転換し、村で活動
中の団体が集落計画を策定しその承認を国
に求めることを義務化した。 
集落計画策定期となった第 4期の 2年間で、
アチェ州では 647 集落、バンダアチェ市では
63 集落での集落計画が策定された。一方、国
家が草の根での再建を認めたことにより、当
初の沿岸土地利用規制は実現しなかった。新
たな建設は、多く被災地域で行われ、移転は
一部あったものの限定的であり、将来の減災
を目指した津波ハザードの低減に相反する
再建となった。NGO 等を含む援助機関の活躍



が、現地で住民参加型の復興に貢献したかに
ついても、地域によって様々である。 
②ジョグジャカルタ地域での成果 
メラピ火山噴火災害後のジョグジャカル
タ地域では、コミュニティ全体が移転しなけ
ればならないケースが多く、公共事業省や国
家開発企画庁が中心となり 2011 年に改訂さ
れた火山噴火ハザードマップを利用し、二段
階の住民移転再定住が計画された。さらに、
移転再定住を支援するプログラムとして、当
時ジャワ中部地震後の住宅再建において実
施中であった REKOMPAK プログラムが応用さ
れた。 
この住民参加型プログラムは、住宅再建、
集団移転地内の小規模インフラ、生計再建支
援と幅広い分野にわたると共に、適用の柔軟
性に富むため、プログラムの移転パターンは
多岐にわたる。調査対象地域での聞き取りか
らは、移転パターンは大きく５つに分かれる
ことが明らかになった（表２）。まず、
REKOMPAK プログラムを活用することができ
る地域は、被災者が元々住んでいた場所が危
険地域内であることが原則で、4 つのパター
ンが見られた。一方、危険区域外居住者にお
いては、RECOMPAK の全面的な支援は行われな
かったが、個別現地再建の自主努力に対し、
家の再建のみが支援された。 
 
表２ REKOMPAK プログラムによる 

移転パターン 

REKOMPAK プログラムは、住宅再建プログラ
ムではあるが、実際には住民の意向やニーズ
を上手くくみ上げて、移転を伴う住宅・コミ
ュニティの再建をスムーズに進めようとい
うものであり、これが住民主体の地域再建へ
の要となっている。住民支援は、住宅再建や
小規模インフラの建設への資金支援のみで
なく、移転に関する住民説明会、移転先の配
置計画などを含むワークショップの開催支
援、住宅建設や小規模インフラの整備におけ
る施工監理支援、住民グループが監理する

REKOMPAK プログラムから受領した資金の管
理支援などの技術支援まで多岐にわたるも
のである。技術支援の構造を図１に示す。 

 
図１技術支援の構造 

 
③地域における移転再定住過程からの考察 
住民主体の移転再定住プログラムの利点
と課題について、ジョグジャカルタ地域で採
択された REKOMPAK プログラムの活用状況を
整理することでから明らかになった。 
先ず、こういった住民主導のプログラム活
用の利点として、「コミュニティ主導による
住民理解の促進」がある。REKOMPAK がコミュ
ニティ主導であったため、移転再定住などの
難しいプロセスを比較的に円滑に進められ、
またリスクの高い区域内には現時点でも住
民が戻っていない。また、アチェの再建では、
プログラムの活用は限定的で「柔軟に適用可
能なプログラム設計」となっていたことが、
住民の参加をより可能にした。ジョグジャカ
ルタにおいて、様々な条件下で移転が円滑に
進められたのは、多くの移転に関する選択肢
や組合せに柔軟に対応できるプログラムで
あったことが理解できた。 
一方、住民主体の移転再定住プログラムに
は課題も残る。 
まず、「住民理解獲得の難しさ」が挙げら
れる。メラピ火山噴火災害の被災地域では、
本プログラムの適用にも関わらず、プログラ
ムの内容や考え方がコミュニティにうまく
浸透せず、未だに生活再建できない世帯が存
在している。このような事態は、コミュニテ
ィの自発的なプログラム活用意志が欠如し
ている場合や、ファシリテーターとコミュニ
ティとの相互理解が得られない場合に起こ
ったことが明らかになった。 
また、「ジョグジャカルタの特殊性」につ
いては、REKOMPAK のような住民主導型プログ
ラムが万能ではないことを留意する上で重
要なポイントである。メラピ火山災害後に
REKOMPAK プログラムによる移転再定住が成

REKOMPAK
の利用有
無 

危険区域（ATL）内居住者 
危険区域
外 
居住者 

利用有 ①集団移転 Huntap型 
移転先を自治体が準備．移転
先の土地は，多くの場合村の
共有地． 

⑤ 
個別現地
再 建
Mandiri型 
個別世帯
に対し，
家の再建
のみを支
援． 

②集団移転Self-coordination型 
コミュニティで移転先の土地
を準備． 
③集団移転，合体型 
自治体が準備した土地と私有
地の組みあわせで移転先を確
保 
④集団移転，民間融合型 
住宅建設は他のドナーが実
施．プログラムで一部の活動
を支援． 

利用無 個別対応（NGO等の支援利用
を含む） 

個別対応 

聞き取り調査をもとに著者作成 



功したのは、被災地がジョグジャカルタであ
ったことと、災害が発生したのが 2010 年で
あったことが大きな要因としてあげられる。
ジョグジャカルタでは、2007-2008 年の間に
REKOMPAK プログラムを適用した経験があり、
プログラムの内容と現地を詳しく知るファ
シリテーターが存在した。財政面でも、メラ
ピ火山災害時には、既に適用されていた同プ
ログラムの資金を活用することができ、迅速
に資金の確保ができたことで迅速かつコミ
ュニティ主導の移転再定住が可能となった。 
また、ジョグジャカルタのコミュニティに
は、村の共有地（TDK）制度にもみられるよ
うに、社会を共同運営するといった通念があ
り、結束力も強い。このようなジョクジャカ
ルタの特性が REKOMPAK の運営コンセプトに
うまく合致したといえる。 
  
(3) 復興制度やアプローチの初期的な国際比
較・検討 
土地利用計画・規制とその実施過程、移転
再定住に関連する制度とその実施の過程に
ついて、インドネシア・アチェ、日本・東北、
フィリピン・レイテを対象に相違点と共通点
を探った。 
土地利用規制とその実施については、大規
模災害後、各国でハザードを考慮した土地利
用計画と再建の規制が推進されたが、実際に
は、住民の反対や知識の不足などにより、実
現は容易ではなかった。当初、東北では、沿
岸部の嵩上げや高台移転が計画・実施され、
レイテでは、沿岸から内陸 40m の一帯が再建
禁止地区となり、該当部分に居住していた住
民の内陸移転の計画と実施、アチェでは沿岸
から内陸 2km の一帯が再建禁止となった。し
かし、実際には多くの場合、計画に反して
様々な形で沿岸に住宅が再建されているほ
か、計画達成までにかなりの時間を要してい
るなど、当初の狙いとは異なった状況となっ
ている。さらに、これらの地域において、平
常時においても、都市計画とハザード考慮の
土地利用が相容れないケースが多いことが
確認され、常時からハザードを考慮した土地
利用の推進と実態に関連する研究を進める
必要性を確認した。 
移転再定住に関連する制度の活用につい
て比較を行った結果、災害時に既に活用実績
のあるプログラム（日本：防災集団移転事業、
フィリピン：公営住宅プログラム、インドネ
シア：REKOMPAK プログラム）を主軸に計画を
推進していることが明らかになった。実施に
は、トップダウンで行われている日本、なら
びに一部参加型で行われているフィリピン、
住民主体で行われているインドネシアのケ
ースが見られ、参加型での実施であるほど、
移転再定住後の満足度が高いことが明らか
になった。このことから、住民の主体性を促
進し、多様な方向性を受け入れることの出来
る制度設計のありかたについて更に研究す
る重要性を確認した。 
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